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********************************************************************************************* 
[1] 化学物質関係事故、事件関係 
◇その他の事故、事件 
・消費者安全法の重大事故等に係る公表について 
＜消費者庁 2021年 2月 4日＞ https://www.caa.go.jp/notice/entry/023021/ 
   https://www.caa.go.jp/notice/assets/consumer_safety_cms201_210204_01.pdf 
   生命・身体被害に関する消費者事故等として通知された事案：39 件  
             うち重大事故等として通知された事案：23 件 
---------- 
・消費者安全法の重大事故等以外の消費者事故等の事故情報データバンクの登録について 
＜消費者庁 2021年 2月 4日＞ https://www.caa.go.jp/notice/entry/023023/ 
https://www.caa.go.jp/notice/assets/consumer_safety_cms201_210204_02.pdf 
  1.事故情報(食中毒情報を除く。):７件、2.リコール・自主回収情報:４件、3.食中毒情報：５件 
---------- 
・消費生活用製品の重大製品事故:リコール製品で負傷事故等(自転車用幼児座席、電子レンジ) 
＜消費者庁 2021年 2月 5日＞ https://www.caa.go.jp/notice/entry/023047/ 
   https://www.caa.go.jp/notice/assets/consumer_safety_cms202_210205_01.pdf 
特記事項: 
・ブリヂストンサイクル株式会社が輸入した自転車用幼児座席のリコール(無償製品交換) 
・小泉成器株式会社が輸入した電子レンジのリコール(無償改修) 

１．ガス機器・石油機器に関する事故：５件 
（うち石油ストーブ（密閉式）１件、石油給湯機１件、石油ストーブ（開放式）１件、石油ふろがま１件、 
石油給湯機付ふろがま１件） 

２．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、製品起因が疑われる事故：15 件 
（うち自転車用幼児座席 11 件、電子レンジ１件、電気洗濯機１件、照明器具１件、 
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煎機（コーヒー豆用）１件） 
３．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、製品起因か否かが特定できていない事故：12 件 

（うち充電器２件、バッテリー（リチウムイオン、電動工具用）１件、自転車１件、電子レンジ１件、 
照明器具１件、ポータブルＤＶＤプレーヤー１件、ＵＳＢケーブル１件、ＬＥＤランプ（直管形）１件、 
凍結防止用ヒーター（水道用）１件、ポータブル電源（リチウムイオン）１件、エアコン１件） 

---------- 
・JR大宮駅 モルタル落下 2人救急搬送 1人軽傷 
＜FNNプライムオンライン 2021年 2月 5日＞ https://www.fnn.jp/articles/-/140217 
JR大宮駅で、落ちてきたモルタル片が男女 2人に当たり、救急搬送された。 

4日午後 4時半ごろ、さいたま市の JR大宮駅で、ホーム上部から複数のモルタル片が落下した。 

一部が男女 2人に当たり、救急搬送され、1人が軽傷だという。 

一番大きな破片は 65グラムで、総重量は、およそ 940グラムだという。 

---------- 
・盗撮疑いで順天堂大医師を逮捕 「10年前からしていた」 
＜共同通信 2021年 2月 4日＞ https://www.47news.jp/news/5805234.html 
 路上で女子高校生のスカート内を盗撮したとして、警視庁本富士署が東京都迷惑防止条例違反の疑いで、順天堂大先任

准教授の脳神経内科医高梨雅史容疑者（51）を逮捕していたことが 4日、署への取材で分かった。署によると容疑を認め

「10年以上前から盗撮していた」と供述している。  
 逮捕容疑は昨年 10月ごろ、東京都文京区の路上で女子高校生に背後から近づき、小型カメラを仕込んだ靴をスカート内

に向け盗撮した疑い。  
 目撃者が通報し、防犯カメラの捜査などから高梨容疑者が浮上。今年 1月 31日に逮捕した。所持品から盗撮したとみら

れる画像が複数見つかっており、同署が調べている。 
-------------------- 
◇事故・事件対策、措置、訴訟等 
・九大教授の急死を労災認定 損害賠償求め、妻ら法人提訴 
＜朝日新聞 2021年 2月 5日＞ 
https://www.asahi.com/articles/ASP2465X7P24UTIL03J.html?iref=comtop_BreakingNews_list 
九州大学大学院教授の 50代男性が急死したのは過重な業務が原因だったとして、福岡中央労働基準監督署が労災認定した

ことがわかった。男性の妻らは 4日、労働環境を整備する義務を怠ったとして、九大を運営する法人に約 8400万円の損害

賠償を求め、福岡地裁に提訴した。 
 代理人弁護士によると、タイムカードがないなど勤務時間を把握しにくいことが多い大学教員の死亡について、過重労

働による労災が認定される事例は珍しいという。男性の妻は取材に「九大を憎いとは思っていない。夫の死を無駄にした

くない。二度と同じようなことが起きないように、（提訴が）夫が好きだった九大が変わるきっかけになってほしい」と話

している。 
 訴状などによると、労災が認定されたのは 2018年 1月 25日。男性は 14年、学内で突然体調を崩し、救急搬送された病

院で大動脈解離のため死亡した。 
 男性の専門分野は理系で、当時… 
---------- 
・労災レセプト電算処理システム マスタコード 

＜厚生労働省 2021年 2月 4日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=0ytJmkJQlgxKpcpBY 

-------------------- 
□大災害、原発事故対策 
[福島原発事故] 
・福島第一原発 3号機 事故で変形した核燃料を取り出す作業開始 
＜NHK 2021年 2月 5日＞ https://www3.nhk.or.jp/news/html/20210205/k10012850431000.html 
廃炉作業が進む福島第一原子力発電所 3号機では使用済み燃料プールから核燃料を取り出す作業が行われていますが、東
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京電力は今週から、事故で一部が変形し、引き上げることができなかった核燃料を特別な装置を使って取り出す作業を始

めました。 
福島第一原発 3号機では使用済み燃料プールの中にある 566体の核燃料をおととしから順次、構内の安全な施設に移す作

業を行っています。 

このうち 4体の核燃料は事故の時にプールに落下したがれきによって、燃料上部にある取っ手の部分が大きく変形し、通

常の装置では引き上げられないことが課題となっていました。 
このため東京電力はメーカーと協力し、取っ手の部分が変形していてもつかんで引き上げられるよう形状を工夫した装置

を開発し、今週から 4体の取り出しに着手しています。 

3号機の使用済み核燃料プールの核燃料取り出しは来月までにすべて終える計画で、東京電力は変形した 4体の取り出し

がポイントになるとして、慎重に作業を進めると話しています。 
装置を開発した東芝エネルギーシステムズの担当の篠崎史人さんは「変形の形が 1体ずつ異なっているので、それぞれを

確実につかめるようフックの形状や素材を検討し、試験を行ってきた。早期の取り出しを成功させたい」と話しています。 
---------- 
・福島県内の除染で出た土など 県外で最終処分 “知らない”8割 
＜NHK 2021年 2月 7日＞ 
https://www3.nhk.or.jp/news/html/20210207/k10012853671000.html?utm_int=all_side_ranking-social_005 
原発事故のあと、福島県内の除染で出た土などは、2045年までに福島県外で最終処分することが法律で定められています

が、福島県外に住む人の 8割がこのことを知らないことが、環境省が行った調査で分かりました。環境省は「厳しい結果

で、伝え方を改善したい」としています。 
10年前の東京電力・福島第一原発の事故のあとに行われている除染について、環境省は去年 10月、インターネットでア

ンケート調査を行い、およそ 4000人から回答を得ました。 

福島県内の除染で出た土などは中間貯蔵を始めてから 30年以内、具体的には、2045年までに福島県外で最終処分するこ

とが法律で定められています。 

アンケートでこれについて尋ねたところ、福島県以外の人では、「聞いたことがなかった」と答えた人がおよそ 51％。 

「聞いたことはあるが、内容は全く知らなかった」と答えた人がおよそ 30％で、8割が知りませんでした。 

3年前とおととしのアンケートでも同じ質問をしていて、知らないと答えた人の割合は年々増えています。 

一方、福島県の人では、「内容をよく知っていた」が 13％、「聞いたことがあり、内容も知っていた」がおよそ 37％で、あ

わせるとほぼ半数が知っていると答えました。 

環境省の担当者は「内容が伝わっていなければどこで最終処分するかを議論することもできず、厳しい結果だと受け止め

ている。情報の伝え方を改善したい」と話していました。 
-------------------- 
[原子力施設全般] 
・一気に来た「廃炉時代」 膨れていく原発の後始末 
＜朝日新聞 2021年 2月 2日＞ https://www.asahi.com/articles/ASP213TFFP1HULZU00K.html 
 東日本大震災の後、日本は一気に「大量廃炉時代」を迎えた。原発の老朽化に規制強化が重なり、再稼働をあきらめる

経営判断が相次いだためだ。国内にあった原発 57基で廃炉になったのは 24基。それぞれ 30～40年かけて解体される。10

万年の隔離が必要な「核のごみ」とともに、後始末が社会に重くのしかかる。 
震災後、21基が廃炉に 廃棄物に命運 
 原発の廃炉作業は、放射能の減衰を待ちながら原子炉の周辺、原子炉、建屋の解体へと段階的に進む。震災後に廃炉が

決まったのは福島県内の 10基を含めて 21基。あと 5年もすれば、各地で解体が本格化する。震災前から続く 3基をみれ

ば、将来の姿が一足早くわかる。 
 中部電力浜岡 1、2号機（静岡県）の廃炉作業は 2009年に始まった。南海トラフ地震の想定震源域の真上にある古い原

発。地震対策を強化しても費用に見合う収益が見込めないとの経営判断があった。今は 4段階の工程の第 2段階。23年度

から原子炉を解体する第 3段階に入り、36年度完了と見込む。昨年 12月に現場を訪ねると、タービン建屋で金属をたた

く甲高い音が響いていた。 
 巨大なのこぎりを備えた機械が、タービンの部品を切断していく。ビニールのカバーで覆われた一角では、原子炉の蒸
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気にさらされた金属の表面を削る作業が進み、空きスペースや通路の端には、切断した金属部品が入った鉄かごがずらり

と並ぶ。これまでに解体したものは 20年 3月時点で約 6700トン。「削ったり布で拭いたりして放射線量を下げれば、資源

を再利用でき、埋め立て処分が必要な廃棄物を減らせます」と浜岡原発の堀正義・廃止措置部長が説明した。 
廃炉の大きな課題が廃棄物の扱… 

---------- 
・細る原発産業、人も市場も 脱原発へ技術者不足懸念 
＜朝日新聞 2021年 2月 7日＞  
https://www.asahi.com/articles/ASP26724PP1SULZU001.html?iref=comtop_7_03 
 東京電力福島第一原発の大事故は、国内の原発産業の経営環境も一変させた。低調な再稼働、凍結が続く新増設、そし

て輸出に頼る活路も途絶えた。この先、技術や人材が不足し、廃炉作業などで安全性の確保に支障が出かねないという懸

念も現実味を帯びる。たそがれの時を迎えた一大産業は、どこへ向かうのか。 
 まるで巨大な刀鍛冶（かじ）のように、真っ赤に熱せられた 150トンの鋼の塊に大型ハンマーが落とされ、轟音（ごう

おん）とともに火花が散る。塊は回されながら鍛えられ、直径 2メートル弱の円柱に仕上がる。 
 昨年 12月、世界有数の鋳鍛造技術を持つ鋼材メーカー「日本製鋼所 M＆E」（北海道室蘭市）の工場を取材した。円柱は

火力発電所の発電機の回転軸だ。「鍛錬ライン」では、発電所や化学プラントなどの大型の鋼鉄部材が造られる。 
 この工場は 100年以上の歴史… 
-------------------- 
[大災害対策] 
・コロナ禍の災害に備え訓練 東北 6県警、遺体収容の方法確認 
＜共同通信 2021年 2月 5日＞ 
https://news.yahoo.co.jp/articles/737dc6178495c0068a69783567fadadb6af08ca2 
---------- 
・「防災士」が 20万人突破 民間資格、東日本大震災後に急増 
＜共同通信 2021年 2月 5日＞ 
https://news.yahoo.co.jp/articles/71df409123a37a0b68bc198414f060e0f82c3409 
********************************************************************************************* 
[2] [特集] 新型コロナウイルス感染症 
[状況] 

◇省庁発表 

・新型コロナウイルスに関連した患者等の発生について(2月 6日各自治体公表資料集計分)   

＜厚生労働省 2021年 2月 7日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_16603.html 
・新型コロナウイルス感染症の現在の状況と厚生労働省の対応について（令和 3年 2月 7日版）  

＜厚生労働省 2021年 2月 7日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_16605.html 

・新型コロナウイルス感染症の無症状病原体保有者の発生について（空港検疫） 

＜厚生労働省 2021年 2月 7日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_16606.html 

・新型コロナウイルス感染症に関する報道発表資料（発生状況、国内の患者発生、空港検疫事例）を更新しました 

＜厚生労働省 2021年 2月 6日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00231.html 

・国内の発生状況について更新しました 

＜厚生労働省 2021年 2月 5日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=k2sLVIIN5wf6eakBY 

・新型コロナウイルス感染症（変異株）の患者等の発生について 

＜厚生労働省 2021年 2月 5日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=-wNhsmp4viRijftpY 

・新型コロナウイルスに関連した患者等の発生について(2月 6日各自治体公表資料集計分)  

＜厚生労働省 2021年 2月 5日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_16603.html 
---------- 

◇抗体保有率、東京 0．91％ 新型コロナ、前回の 9倍 厚労省 
＜時事ドットコム 2021年 2月 5日＞ https://www.jiji.com/jc/article?k=2021020500370&g=soc 
 厚生労働省は 5日、新型コロナウイルスへの感染歴を調べる抗体検査を行った結果、東京都での陽性率（保有率）が 0．
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91％だったと発表した。 
 大阪府は 0．58％、愛知県 0．54％などとなった。東京は昨年 6月実施時の約 9倍に増加した。 
 田村憲久厚労相は閣議後の記者会見で、「自治体でばらつきがあるが、いずれにしても 1％足らずだ」と指摘。国民の多

くが感染して抗体を持つ「集団免疫」が成立する状態ではなく、引き続き感染対策が必要とした。 
 抗体検査は 2回目で、厚労省は昨年 12月 14～25日、東京など 5都府県で同意を得た住民を対象に実施。東京 3399人、

大阪 2746人、愛知 2960人、宮城 2860人、福岡 3078人が参加した。 
 その結果、各地の保有率は、東京 0．91％（前回 0．10％）、大阪 0．58％（同 0．17％）、宮城 0．14％（同 0．03％）だ

った。新たに対象に加えた愛知は 0．54％、福岡は 0．19％。 
 人間の体内では、感染症にかかった後、同じウイルスが再び入ってきた際に体を守る特殊なタンパク質（抗体）が作ら

れる。抗体検査はこのタンパク質の有無などを基に、体内に免疫があるかを調べる。新型コロナは感染者の約 8割が軽症

か無症状なため、抗体検査による感染状況の把握が有効とされる。 
 厚労省は保有率を正確に判定するため、前回検査と同様に、2社の試薬の両方で確認された人を抗体保有者と定義した。 
---------- 

◇「PM2.5」コロナ感染促す可能性 京大グループ、マウスで実験 
＜京都新聞 2021年 2月 4日＞ https://www.kyoto-np.co.jp/articles/-/495278 
微小粒子状物質「PM2.5」が新型コロナウイルスの感染を促す可能性のあることが分かったと、京都大のグループが 3

日発表した。大気中にある PM2.5の濃度と新型コロナ感染症の重症化リスクの関連が指摘される中、そのメカニズムの解

明への応用が期待できるという。米科学誌エンバイロメンタル・リサーチに掲載された。 
 世界で新型コロナの感染が広がるなか、PM2.5などによる大気汚染と発症数・重症化の関連を指摘する報告が出ている。

しかし詳細なメカニズムは分かっていない。  
 京大地球環境学堂の高野裕久教授らのグループはメカニズムの一端を調べるため、マウス 3匹に対し、500マイクログ

ラム（マイクロは 100万分の 1）の PM2.5を肺に投与した。その結果、肺の一部の細胞に、新型コロナが生体に感染する

時の足がかりとなるタンパク質「ACE2」と「TMPRSS2」が通常より 10倍程度多く生じていることが分かった。  
 ただ今回はマウスに新型コロナを感染させる実験はしておらず、ヒトでも同じ反応が起きるかは不明という。また通常

は、今回の実験でマウスに投与したレベルの PM2.5の量をヒトが吸うことはないとしている。高野教授は「新型コロナに

ついて、PM2.5と『ACE2』などの関連を調べる必要性を示している」と話す。 
---------- 
◇コロナ感染でにおい感じる組織損傷 動物実験で確認 東大など 
＜NHK 2021年 2月 6日＞ https://www3.nhk.or.jp/news/html/20210206/k10012852461000.html 
-------------------- 

[対策・予防] 
◇政府、一部地域で宣言解除し「まん延防止措置」移行検討 改正特措法施行で 
＜毎日新聞 2021年 2月 4日＞ https://newspicks.com/news/5592509?ref=pickstream_2073 
----- 
・手指消毒できない店に過料も 特措法政令案の概要公表 
＜朝日新聞 2021年 2月 5日＞ 
http://topics.smt.docomo.ne.jp/article/asahi/politics/ASP256TLPP25ULFA02P 
 政府は、新型コロナウイルス感染症対応の改正特別措置法の運用に必要な政令案の概要を公表した。命令違反者に過料

を科せる新設の「まん延防止等重点措置」で求める対策として、手指の消毒設備の設置や従業員に対する検査受診の勧奨

などを列挙。営業時間の短縮命令と同じく違反者に過料が科せるとした。 
 政令案は、行政手続法に基づく意見（パブリックコメント）を募集するなかで公表した。13日予定の特措法の施行日ま

でに確実に政令を施行する必要があるとして、通常より意見募集期間を短くし、7日深夜まで約 3日間とした。  
 重点措置で取れる措置としてはほかに、店舗やイベントなどへの発熱者らの入場禁止や、マスク着用などの感染防止策

の周知なども挙げた。 
----- 
・政府、まん延防止措置へ移行検討 緊急事態解除後、対処方針改定へ 
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＜共同通信 2021年 2月 54日＞ https://www.47news.jp/5811202.html 
 政府は新型コロナウイルス対策を巡る緊急事態宣言を解除する場合、対象地域を「まん延防止等重点措置」に移行する

かどうかの検討に入った。措置を新設した改正特別措置法が 13日に施行されるのを見据え、感染状況や医療提供体制を踏

まえて判断する。来週中にも対策の指針となる基本的対処方針を改定。措置の適用要件を定めた政令も決定する。政府筋

が 5日、明らかにした。 
 まん延防止措置は、首相が対象地域と期間を定め、都道府県知事に事業者への営業時間短縮を命じる権限を与える。移

行検討は、厳しい対策を一気に解除するのではなく、段階的に緩和しながら、感染拡大も抑え込む狙いがある。 
---------- 

◇省庁発表 

・新型コロナウイルス接触確認アプリ（COCOA) ページを更新しました 

＜厚生労働省 2021年 2月 5日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=7xd0vucnM2dpfrh9Y 
・自費検査を提供する検査機関一覧を更新しました。 

＜厚生労働省 2021年 2月 5日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=0ytLFMJNp0e6OIpBY 

・「医療機関の支援」更新しました 

＜厚生労働省 2021年 2月 5日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=E-uL1AKNZ4d6-SuBY 

・新型コロナウイルス感染症に関する検査について 

＜厚生労働省 2021年 2月 5日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=0ytLFMJNp0e6OfpBY 

・自治体・医療機関向けの情報一覧（事務連絡等）（新型コロナウイルス感染症）2021年を更新しました 

＜厚生労働省 2021年 2月 4日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=b5f1Jv7sKrD2GUr9Y 

---------- 

◇マスク 

・ウレタンマスクはＮＧ？ 着用批判に専門家くぎ―「洗い過ぎ」には注意を 
＜時事ドットコム 2021年 2月 4日＞ https://www.jiji.com/jc/article?k=2021020400191&g=cov 
新型コロナウイルスへの警戒心から、ウレタン製など不織布以外のマスクを認めず、着用を批判する人がいる。「性能の差」

を強調する意見が目立つが、専門家は「場所や注意点を守れば使用に問題はない」とくぎを刺す。 
 東京都新宿区のネイルサロンは「客と従業員の安全を担保できない」として、ウレタンマスクで来店した客には不織布

マスクを渡し、付け替えを求めている。 
 不織布マスク以外は一切認めず、着用しないと入店を断る美容院もある。インターネット上には「効果皆無」「近寄るな」

などと過激な意見が並び、「ウレタンマスク警察」とも呼ばれる。 
 こうした人々が根拠とするのは理化学研究所などの研究チームが行ったスーパーコンピューター「富岳」のシミュレー

ションだ。不織布に比べウレタンや布のマスクは飛沫（ひまつ）の遮断性能が劣るとされた。ただ、フェースシールドや

マウスガードほどではなく、理研の担当者は「特徴の差で、使うなという意味ではない」と強調する。 
 不織布マスクは密閉性が高く、息苦しさを感じる傾向も強い。呼吸器や皮膚が弱く不織布を使えない人や、運動用など

で通気性の良いウレタンマスクを選ぶ人もいる。 
 マスクの効果的な着用法を研究する「環境管理センター」（東京）の飯田裕貴子技術部長は「どれも一般的な使用なら問

題はない」とした上で「密な場所や病院など、より注意が必要な場所では不織布、換気の良い場所で長時間使う場合はウ

レタン」と使い分けを提案する。むしろ鼻を覆わないなど「誤った着用で性能は大幅に低下する。材質より正しく使う方

が大切」と強調した。 
 ただ、ウレタンマスクは繰り返し力が加わったりすると劣化するため、多くの製品で洗濯回数に制限を設けている。メ

ーカー担当者は「何度も洗うと、フィルターの能力が落ちる。見た目がきれいでも説明書きの回数を守って交換してほし

い」と話している。 
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---------- 

◇ワクチン、検査薬、治療薬等 

・コロナワクチン、145カ国に無償供給へ 国際組織が計画発表 
＜毎日新聞 2021年 2月 4日＞ https://mainichi.jp/articles/20210204/k00/00m/030/025000c 
 ワクチン普及を行う国際組織「Gaviワクチンアライアンス」は 3日、新型コロナウイルス感染症のワクチンを共同出資・

購入し、発展途上国にも無償で供給を行う国際枠組み「COVAX（コバックス）」で、今月にも 145カ国・地域に供給を開始

するとの暫定計画を発表した。・ 

・英 ワクチン接種 716万人余のうち「激しいアレルギー」は 114件 

＜NHK 2021年 2月 6日＞ https://www3.nhk.or.jp/news/html/20210206/k10012852631000.html 
・１回目と２回目で違うワクチン接種 英国、効果を検証へ 
＜朝日新聞 2021年 2月 5日＞ 
https://www.asahi.com/articles/ASP252H9VP25UHBI004.html?iref=comtop_7_03 
・ワクチン接種で高齢者の感染減少 イスラエルで論文発表 
＜朝日新聞 2021年 2月 5日＞ 
https://www.asahi.com/articles/ASP250461P24UHBI029.html?iref=comtop_BreakingNews_list 
・米 J＆Jワクチン、緊急時使用を申請 接種 1回で効果 
＜朝日新聞 2021年 2月 5日＞ 
https://www.asahi.com/articles/ASP253Q7FP25ULBJ003.html?iref=comtop_7_04・ 
・日本にも影落とす EUワクチン規制 
ＥＵワクチン規制、政府に緊張感 接種日程の遅れ懸念 
＜産経ニュース 2021年 2月 4日＞ https://www.sankei.com/politics/news/210204/plt2102040044-n1.html 
・ファイザー開発のワクチン 15日にも承認の方向で調整 厚労省 
＜NHK 2021年 2月 5日＞ https://www3.nhk.or.jp/news/html/20210205/k10012850621000.html 
・新型コロナ アストラゼネカ申請 ワクチン国内２例目 
＜毎日新聞 2021年 2月 6日＞ https://mainichi.jp/articles/20210206/ddm/012/040/083000c 
---------- 

◇大学等関係 

・各大学の「新型コロナウイルス感染症」の対応について【北海道～東京】（2/4更新） 
＜大学プレスセンター 2021年 2月 4日＞ https://www.u-presscenter.jp/article/post-43243.html 
・各大学の「新型コロナウイルス感染症」の対応について【神奈川～九州・沖縄】（2/4更新） 
＜大学プレスセンター 2021年 2月 4日＞ https://www.u-presscenter.jp/article/post-43302.html 
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・コロナ禍の入試、大学苦心 時間差解散で「密」回避―誘導工夫し消毒徹底 
＜時事ドットコム 2021年 2月 6日＞ 
https://www.jiji.com/jc/article?k=2021020500857&g=soc&utm_source=top&utm_medium=topics&utm_campaign=edit 
 コロナ禍で本番を迎えた大学入試。緊急事態宣言の延長を受け、試験方式を変更したり一部を中止したりする大学が相

次ぐ。入試の形式を変えない大学も、受験生の「密」を防ぐ工夫を凝らす。 

 文部科学省などによると、１月末時点で、国公私立の大学・短大１３０校が新型コロナウイルス感染対策で入試方法を

変更した。北海道大や立命館大は面接をオンラインに切り替え、宇都宮大と信州大の一部学部などは２次試験を中止し、

共通テストの成績で選考するとした。感染者の多い東京での受験会場設置をやめた大学もある。 

 一方、関西大は昨年とほぼ変わらない入試を実施。大学までの道や最寄り駅で密が生じないよう、受験生は分散して解

散する方式を取り入れた。会場の教室や建物ごとに１０分間隔で退出時刻を設定。試験が終わってもすぐには帰宅を認め

ず、最大で３０分程度待機を求める。担当者は「受験生の協力も得られ、混雑がなくなった」と話す。 

 会場の出入り口を限定し、入室前に必ず手指の消毒を済ます流れをつくったのは武蔵野大。教室の入り口と出口をそれ

ぞれ１カ所程度とし、受験生の動線を固定したところ職員が呼び掛けなくてもほぼ全員が消毒するようになったという。 

 上智大は今年から選考に共通テストの成績を利用するため科目数が減り、試験時間が大幅に短縮された。学部によって

試験は午前と午後で異なるが、使用する教室を分け、空き時間に消毒を徹底した。受験生に配る除菌シートも２万セット

用意し、担当者は「試験に集中できるよう細心の注意を払った」と話した。 
---------- 

◇コロナ患者が入院先から逃走 16件 法案提出後に調査 
＜朝日新聞 2021年 2月 4日＞ 
https://www.asahi.com/articles/ASP24358PP23ULBJ00S.html?iref=comtop_7_05 
新型コロナウイルスに感染した患者が入院した医療機関から逃げ出した事例が 16件あったと厚生労働省が 3日、明らか

にした。入院拒否や行動歴などの調査拒否に対する罰則を盛り込んだ感染症法改正案が 3日の参院本会議で可決、成立し

たが、調査は法案提出後の 1月 25日になってからだったという。 
 厚労省が保健所を設置する 155の自治体を対象に実施。1月 29日までに 137自治体が回答した。入院勧告に直ちに従わ

なかった事例（説得に応じて入院したものを含む）が 77件あったという。保健所が行う積極的疫学調査に協力しない事例

が 107件あり、うち 58件は患者の発見や医療提供の遅れなどの支障が生じていたという。 
 感染症法への罰則導入について… 
---------- 

◇接触確認、4カ月通知されず アプリ「COCOA」に不具合 
＜共同通信 2021年 2月 3日＞ https://this.kiji.is/729627364388143104?c=39546741839462401 
 田村憲久厚生労働相は 3日記者会見し、新型コロナウイルス対策のスマートフォン向け接触確認アプリ「COCOA（ココア）」

について、利用者の約 3割に当たるアンドロイド版で昨年 9月 28日以降、陽性者との接触通知が届かない不具合があった

と明らかにした。田村氏は「大変なご迷惑をおかけし、信頼を損ねた。心からおわびする」と謝罪した。 

 厚労省によると、アンドロイドのシステムは、他の端末が近くにあった場合に記録する仕組みになっている。 

 陽性登録された人の情報を受け取った際、記録の中にこの人との接触情報があれば通知されるが、アプリの不具合によ

って機能しなくなっていた。 

---------- 

◇マスコミ報道 見出し 

・新型コロナ みんなの “困った” にこたえます ～自宅療養・除菌・殺菌・食事～ 
＜NHK 2021年 2月 3日＞ https://www.nhk.or.jp/shutoken/hirumae/20210203.html 
・新型コロナ 休業補償対象、１月８日以降 大企業非正規 
＜毎日新聞 2021年 2月 6日＞ https://mainichi.jp/articles/20210206/ddm/012/040/080000c 
・新型コロナ、人為説の真偽は？ 起源を巡る三つの仮説 
＜朝日新聞 2021年 2月 6日＞ 
https://www.asahi.com/articles/ASP246CVXP23PLZU004.html?iref=comtop_7_02 
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********************************************************************************************* 
[3] 肥料 
◇肥料を登録した件（農林水産省告示第 237号） 
   [官報] 令和 3年 2月 4日 本紙 第 426号 8～9頁 
   https://kanpou.npb.go.jp/20210204/20210204h00426/20210204h004260008f.html 
肥料の新規登録 39件が公示された。 
********************************************************************************************* 
[4] 食品安全衛生関係 
◇特定保健用食品の表示許可に係る消費者委員会への諮問について 
＜消費者庁 2021年 2月 5日＞ https://www.caa.go.jp/notice/entry/023009/ 
********************************************************************************************* 

[5] 廃棄物関係 
◇廃棄物の処理及び清掃に関する法律第十五条の四の四第一項の産業廃棄物の無害化処理に係る認定の申請があった件

（環境省告示第 10号） 
   [官報] 令和 3年 2月 5日 本紙 第 427号 9頁 
   https://kanpou.npb.go.jp/20210205/20210205h00427/20210205h004270009f.html 
----- 
・低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物の無害化処理の認定申請について（三池製錬株式会社） 

＜環境省 2021年 2月 5日＞ https://www.env.go.jp/press/109042.html 

********************************************************************************************* 
[6] 温暖化対策関係- 
◇カーボンプライシング溝埋まる？環境・経産が個別に検討 
＜朝日新聞 2021年 2月 2日＞ https://www.asahi.com/articles/ASP217CXYP21UBQU001.html 
 二酸化炭素の排出に価格をつけて削減を促す仕組み「カーボンプライシング」の本格導入に向けた議論が 1日、環境省

で始まった。今月中旬には経済産業省でも検討会が始まる。欧州では国境を越えて課税する新たな仕組みの検討も進み、

日本も対応が迫られる。 
 「日本が 2050年カーボンニュートラルを実現する上で、成長につながるカーボンプライシングを描くことが不可欠だ」。

小泉進次郎環境相は 1日の検討会で意気込みを語った。 
 カーボンプライシングは経済界の反対が強かったが、脱炭素の動きの加速で風向きが変わった。菅義偉首相も 1月 18

日の施政方針演説で「成長につながるカーボンプライシングにも取り組んでいく」と述べた。 
 「本命」とされる制度は、排出量に応じて課税する「炭素税」と、企業ごとに排出量の上限を決めて過不足分を取引す

る「排出量取引」で、環境省はこれらを中心に成長戦略につながる具体的な姿を検討する。 
 一方、経産省はこれらの早期導入には「企業の負担が大きい」と消極的だ。 
 梶山弘志経産相は昨年 11月の… 
********************************************************************************************* 

[7] 調査、公募、意見募集等 
[公募、意見募集等] 
◇「令和３年度低コスト・低負荷型土壌汚染調査対策技術検討調査（委託業務）」対象技術の募集について 
＜環境省 2021年 2月 4日＞ http://www.env.go.jp/press/109021.html 
-------------------- 
[公募結果、意見募集結果] 
◇大学教育のデジタライゼーション・イニシアティブ（スキーム D）ピッチ・アクターの決定について 

＜文部科学省 2021年 2月 5日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/afyPacw7jObqt1bN 

   スキーム Dピッチ・アクターの選定結果について 
      https://www.mext.go.jp/content/20210204-mxt_senmon01-000012561_1.pdf 
   スキーム Dピッチ・アクター一覧 
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      https://www.mext.go.jp/content/20210203-mxt_senmon01-000012561_2.pdf 
-------------------- 
[調査結果] 
◇水循環に関する世論調査（令和 2年 10月調査） 
＜内閣府 2021年 2月 5日＞ https://survey.gov-online.go.jp/tokubetu/r02/r02-mizu.pdf 
-------------------- 
[統計資料] 
◇最近の医療費の動向-MEDIAS-令和 2年度 9月 

＜厚生労働省 2021年 2月 4日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=k2sJ2gIQ1kwK5ZwBY 
********************************************************************************************* 
[8] 関連会議等の開催案内、記録・報告、資料等 
[開催案内] 
・食品安全委員会 農薬第四専門調査会（第６回）の開催について   ２月１５日 
＜内閣府 2021年 2月 4日＞ 
http://www.fsc.go.jp/senmon/nouyaku/annai/nouyaku_annai_dai4_senmon_6.html 
（１）農薬（MCPA）の食品健康影響評価について  （２）その他 

・薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会新開発食品調査部会遺伝子組換え食品等調査会（オンライン会議）について 

   2月 10日、オンライン会議 

＜厚生労働省 2021年 2月 4日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=b5f1Jv7sKrD2GWb9Y 

（1）ゲノム編集技術を利用して得られた魚類の食品衛生上の取扱いについて  （2）その他 
・令和２年度食品健康影響評価技術研究成果発表会の開催について   ３月３日 
＜内閣府 2021年 2月 5日＞ 
http://www.fsc.go.jp/chousa/kenkyu/kenkyu_happyo/r2_kenkyu_happyo_annai.html 
・令和 2年度地域循環共生圏形成における廃棄物エネルギー利用施設の果たす役割と可能性に係るシンポジウムの開催に

ついて   ３月３日、オンライン開催 

＜環境省 2021年 2月 5日＞ https://www.env.go.jp/press/109075.html 

   地域循環共生圏形成について 

   地域循環共生圏モデルの提案 

   京都地区の地域循環共生圏（仮） 

   京都地区の地域循環共生圏（仮） 

   ＷＧ調査報告 

   先導的な廃棄物処理に係る技術事例報告 

   パネルディスカッション 

・令和２年度再生可能エネルギーの適正な導入に向けた環境影響評価のあり方に関する検討会（第２回）の開催について 

   ２月８日、オンライン会議 

＜環境省 2021年 2月 4日＞ https://www.env.go.jp/press/109072.html 

＜経済産業省 2021年 2月 4日＞ https://www.meti.go.jp/press/2020/02/20210204002/20210204002.html 
・外務省主催 教育機関関係者向け海外安全対策オンラインセミナーについて 

   【第 1回】2月 25日 【第 2回】3月 1日 

＜文部科学省 2021年 2月 4日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/afyJacw7m3127ZbK 
   対象者： 教育機関で教職員や学生の海外渡航に危機管理や送り出しに携わる事務担当者 
・令和 3年度大学教育再生戦略推進費「大学の世界展開力強化事業」～アジア高等教育共同体（仮称）形成促進～事業説

明会について 

＜文部科学省 2021年 2月 4日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/afyJacw7m3127ZbI 

********************************************************************************************* 
[9] その他 
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◇インフルエンザ、感染症関係 
・千葉県における高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜の確認（家きん国内 42例目）について 
＜環境省 2021年 2月 4日＞ http://www.env.go.jp/press/109112.html 
・千葉県における高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜の確認（国内 42例目）及び「農林水産省鳥インフルエンザ防疫対

策本部」の 持ち回り開催について 
＜農林水産省 2021年 2月 4日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/210204.html 
・千葉県で確認された高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜（国内 42例目）の遺伝子解析及び NA亜型の確定について 
＜農林水産省 2021年 2月 5日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/210205.html 
・千葉県における高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜の確認（国内 43例目）及び「農林水産省鳥インフルエンザ防疫対

策本部」の 持ち回り開催について 
＜農林水産省 2021年 2月 6日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/210206.html 
・鹿児島県さつま町（今シーズン国内 36例目）で発生した高病原性鳥インフルエンザに係る移動制限の解除について 
＜農林水産省 2021年 2月 4日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/210204_5.html 
・徳島県の死亡野鳥における A型鳥インフルエンザ遺伝子検査陽性について 

＜厚生労働省 2021年 2月 4日＞ http://www.env.go.jp/press/109115.html 
・茨城県の死亡野鳥における A型鳥インフルエンザ遺伝子検査陽性について 
＜厚生労働省 2021年 2月 4日＞ http://www.env.go.jp/press/109114.html 
・岐阜県における高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜の確認（家きん国内 34例目）に係る野鳥監視重点区域の解除につ

いて 
＜厚生労働省 2021年 2月 5日＞ http://www.env.go.jp/press/109116.html 
＜環境省 2021年 2月 5日＞ https://www.env.go.jp/press/109116.html 
・千葉県における高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜の確認（家きん国内 43例目）について  
＜環境省 2021年 2月 6日＞ http://www.env.go.jp/press/109124.html 
・千葉県における高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜の確認（国内 44例目）及び「農林水産省鳥インフルエンザ防疫対

策本部」の 持ち回り開催について  
＜農林水産省 2021年 2月 7日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/210207.html 
・宮崎県における高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜の確認（国内 45例目）及び「農林水産省鳥インフルエンザ防疫対

策本部」の 持ち回り開催について  
＜農林水産省 2021年 2月 7日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/210207_4.html 
-------------------- 
◇その他 
・[米国] 名門大の「白人逆差別」訴訟中止 トランプ政権から方針転換 米政府 
＜時事ドットコム 2021年 2月 4日＞ https://www.jiji.com/jc/article?k=2021020400350&g=int 
米名門エール大による入学者選抜での黒人優遇が、白人やアジア系への逆差別に当たるとトランプ前政権が訴えていた

裁判で、米司法省は 3日、訴えを取り下げた。 
 人種問題への取り組みで、前政権からの方針転換を進めるバイデン政権の姿勢を示した。 
 米国の多くの大学は、人種的・民族的な多様性を確保するための「アファーマティブ・アクション（積極的差別是正措

置）」として、入学者選抜で黒人やヒスパニックを優遇している。白人保守派にはこの措置への反発が強い。トランプ前政

権は昨年 10月、優遇が「アジア系や白人への不当な差別に当たり、公民権法に違反する」として、エール大の所在地であ

る東部コネティカット州の連邦地裁に提訴していた。 
 米国ではハーバード大でも、入学者選抜での黒人やヒスパニック優遇が「アジア系差別だ」として学生団体が訴訟を起

こしたが、連邦高裁は昨年 11月、訴えを退ける決定を下した。エール大をめぐる訴訟取り下げについて、司法省の報道担

当官は米メディアに「ハーバード大の優遇措置に関する高裁決定などを踏まえた判断だ」と説明している。  
********************************************************************************************* 
[付録] 
◇眼鏡型の拡大鏡による見え方 
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－視力・老眼等を矯正できるものではありません－ 
＜国民生活センター 2021年 2月 4日＞ http://www.kokusen.go.jp/news/data/n-20210204_1.html 
 拡大鏡とは、手の届く程度の距離にあるものをレンズで拡大して見る道具で、中には眼鏡のように着用して両手が自由

に使えるタイプのもの（以下、「眼鏡型の拡大鏡」とします）があります（写真参照）。 

 2015年度以降、PIO-NETには、眼鏡型の拡大鏡を使用しても明瞭に見えない、表示倍率どおりに拡大されないなど、眼

鏡型の拡大鏡による見え方に関する相談が 419件寄せられており、60歳代以上からの相談が 9割を占めていました。この

中には着用したまま歩行して転倒し、骨折をしたなどの危害事例もありました。 

 そこで、一定の期間中に販売されていた眼鏡型の拡大鏡 25銘柄をテスト対象とし、眼鏡型の拡大鏡による見え方の特性

などについてテストを行い、消費者へ情報提供することとしました。なお、表示倍率が複数販売されているものは表示倍

率 1.6倍前後のものをテスト対象としました。 

テスト結果 
焦点距離と光学上の拡大倍率 
全銘柄とも、焦点距離は 25～51cmと手の届く程度の距離であり、焦点距離以上に離れたものは明瞭には見えませんでした 
光学上の拡大倍率は表示倍率とほぼ一致していました 
実際の見え方 
全銘柄とも、眼鏡型の拡大鏡をかける前後で同じ距離のまま使用しても、表示倍率どおりには拡大されて見えませんでし

た。表示倍率どおりに拡大して見るためには、眼鏡型の拡大鏡をかけた上で、その位置から観察対象との距離を縮める必

要がありました 
光学中心間距離 
テスト対象銘柄の光学中心間距離は 48～72mmとさまざまで、瞳孔間距離（高齢群男性の平均が 64.4mm、高齢群女性が

61.1mm）よりも長いと眼精疲労や複視等が起きる可能性がありました 
表示の調査 
インターネット通信販売で購入した銘柄のうち 5銘柄には、商品のパッケージや取扱説明書に銘柄名、製造または販売者

名のいずれも記載されていませんでした 
インターネット通信販売で購入した銘柄のうち 6銘柄には、商品のパッケージや取扱説明書に注意表示等がありませんで

した 
どのようにしたら表示倍率どおりに拡大して見えるようになるのかが明確に記載されている銘柄はありませんでした 
眼鏡型の拡大鏡は、手の届く程度の距離を見る作業等に適していますが、遠くを見る際に使用しているイメージが添付さ

れているものが 2銘柄ありました 
消費者へのアドバイス 
眼鏡型の拡大鏡は、手の届く程度の距離にあるものを拡大して見るための商品で、着用したまま歩行等をするためのもの

ではありません。また、眼鏡型の拡大鏡をかける前後で同じ距離のまま使用しても、表示倍率どおりに拡大されて見えま

せん。これらを理解した上で、購入を検討しましょう 
できる限り、購入前に想定する使用方法・時間に沿って試用して使用感等を確認し、自分の眼や使用目的に合った眼鏡型

の拡大鏡であるかを確認しましょう。また、眼や見え方に異常を感じた場合は使用を中止しましょう 
屈折異常や老眼等がある状態で、眼鏡型の拡大鏡を使用してはっきりと拡大して見るためには、眼鏡等で矯正した上で眼

鏡型の拡大鏡を使用する必要があります。それでも異常を感じたら、まずは眼科医の診察を受けましょう 
事業者への要望 
販売されている眼鏡型の拡大鏡の光学中心間距離は銘柄によりさまざまでした。商品のパッケージや取扱説明書等に光学

中心間距離を記載することを要望します 
表示倍率どおりに見るための方法等が消費者に明確に伝わるような表示を要望します。また、消費者が適切な商品選択が

できるよう、購入前に試用して使用感を確かめることを促す旨の表示をするよう要望します 
インターネットショッピングモール運営事業者への協力依頼 
インターネットショッピングモールで購入した銘柄の中には、パッケージや取扱説明書に銘柄名や事業者名が、販売サイ

ト上に注意表示等の表示がない銘柄がありました。銘柄名や事業者名のほか、適切な注意表示等をするよう、出品者への

周知をお願いします 
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---------- 
◇株式会社エデュカルモチベーションズほか3事業者が行う学力診断テスト等の役務及び学習教材の訪問販売に関する注

意喚起 
＜消費者庁 2021年 2月 4日＞ https://www.caa.go.jp/notice/entry/023017/ 
中国経済産業局が令和3年2月3日付けで特定商取引に関する法律に基づく業務停止命令及び指示を行ったU-werkホール

ディングス株式会社及び株式会社ワンズウェイについて、消費者安全法に規定する消費者の利益を不当に害するおそれが

ある行為(威迫して困惑させる行為、再勧誘及び迷惑勧誘)を行っていることが確認されたところ、今後、これと同種又は

類似の行為が、株式会社エデュカルモチベーションズ、株式会 Mind Rise、株式会社エフェクトプラン及び株式会社 Shine

プロによって繰り返し行われる可能性が高いと認められます。 

このため、消費者安全法第 38条第 1項の規定に基づき、消費者被害の発生又は拡大の防止に資する情報を公表し、消費者

の皆様に注意を呼びかけます。 
 
・訪問販売業者【株式会社ワンズウェイ及び U-werkホールディングス株式会社】に対する行政処分について 
＜消費者庁 2021年 2月 4日＞ https://www.caa.go.jp/notice/entry/023010/ 
中国経済産業局は、「ニューレコード」と称する中学生向けの学習教材（以下「本件商品」といいます。）の販売並びに「検

定診断」と称する学力診断テストの実施、同テストに関する成績表の作成及び同テスト結果の説明等の役務（以下「本件

役務」といいます。）を有償で提供している訪問販売業者である株式会社ワンズウェイ (本社:大阪市港区)（以下「ワンズ

ウェイ」といいます。）に対し、令和 3年 2月 3日、特定商取引に関する法律（以下「特定商取引法」といいます。）第 8

条第 1項の規定に基づき、令和 3年 2月 4日から同年 8月 3日までの 6か月間、訪問販売に関する業務の一部(勧誘、申込

受付及び契約締結)を停止するよう命じました（以下「ワンズウェイに対する本件業務停止命令」といいます。）。 
 
・ワンズウェイなど 2社、一部業務停止命令 中学生宅に長時間居座り勧誘 
＜毎日新聞 2021年 2月 4日＞ https://mainichi.jp/articles/20210204/k00/00m/040/309000c 
 中学生向けの高額な学習教材「ニューレコード」を販売するワンズウェイ（大阪市）と関連会社の U-werkホールディン

グス（東京）が、契約させるため中学生宅に長時間居座って勧誘したのは特定商取引法違反（迷惑勧誘など）として、中

国経済産業局は 4日までに、両社に対し、新規勧誘などの一部業務停止命令を出した。 
 消費者庁によると、両社の従業員らは、中学生に 1500円程度のテストを受けさせ、結果報告として自宅を訪問。「塾代

を考えれば安い」「（契約しなければ）志望校に行けない」などと勧誘し、中学生が泣きだしても 3～4時間、契約を迫った。

教材は約 40万～100万円という。 
******************************************************************* 以上 ******************** 


